
　液状化などにより、生活の拠点である住宅や地盤に被害を受けた人たちが、早期に安心で安全な生活
を回復できるよう、住宅再建のための支援金を交付します。国の被災者生活再建支援制度を利用できる
人は、この支援金の交付を受けることはできません。

液状化など被害住宅の再建を支援します

支援金の対象世帯 支援金の上限額
① 液状化などの住宅地盤被害により
「半壊に至らない（一部損壊）」被害
を受けた住宅を解体した世帯

〈複数世帯〉
100万円

② 液状化などの住宅地盤被害により
「半壊」または「半壊に至らない（一
部損壊）」被害を受けた住宅の地盤
を復旧（住宅の基礎の修復を含む）
した世帯

〈複数世帯〉
100万円

③ 津波や液状化などにより「半壊」被
害を受けた住宅を補修した世帯 25万円

　「沿岸地域への堤防・防潮堤の整備」は444人（54％）で
最も高く、半数以上の人が必要であると答えている。ま
た「迅速に避難できる避難路の整備」が254人（31％）、「地
盤調査の実施体制の確立」が215人（26％）、「海岸に盛り土
をして植林する」が173人（21％）、「津波から避難できる高
さのある建物を造る」が169人（21％）と続いている。「その
他」では、防災無線による避難情報などの周知、防災教育
などが必要であるとの回答もあった。

　「国の被災者生活再建支援制度による支援」が585人
（72％）で最も多い、次いで「税や公共料金などの軽減や支
払い猶予など」が445人（55％）、「生活弱者に対する生活再
建支援」370人（45％）が続く。「その他」では、市独自の支
援制度を求める意見が多く見られた。

⑦今後優先して取り組むべき被災者の生活支援は？（複数回答） ⑥今回の震災を踏まえ、あなたが必要だと思うものは何ですか？（複数回答）
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その他　25人（3％）

雇用対策の強化　133人（16％）

保健・医療の充実　170人（21％）

生活弱者に対する生活再建支援　370人（45％）

国の被災者生活再建支援制度による支援　585人（72％）

若者の定着のための支援　119人（15％）

被災者の心と身体のケアの仕組みづくり　149人（18％）

災害援護資金の貸し付けなど　201人（25％）

税や公共料金などの軽減や支払い猶予など　445人（55％）

子どもの養育・就学に関する支援　88人（11％）
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耐震診断の推進　84人（10％）

津波から避難できる高さのある建物を造る　169人（21％）

地盤調査の実施体制の確立　215人（26％）

沿岸地域への堤防・防潮堤の整備　444人（54％）

その他　43人（5％）

自家発電などを備えた避難所の確保　160人（20％）

海岸に盛り土をして植林する　173人（21％）

迅速に避難できる避難路の整備　254人（31％）
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　「飯岡地域」が53％、「旭地域」が31％、
「海上地域」が12％、「干潟地域」が3％で、
回答者の過半数が飯岡地域の人であった。

①被災前の住まいの地域は？

無回答5人（1％）干潟地域 27人
（3％）

旭地域 255人
（31％）

海上地域
94人（12％）

飯岡地域
435人
（53％）

旭地域 255人
（31％）

飯岡地域
435人
（53％）

海上地域
94人（12％）

　「半壊」が37％、「大規模半壊」が35％、
「全壊」が27％であった。

③住まいの被害状況は？

無回答8人（1％）

全壊 222人
（27％）
全壊 222人
（27％）

大規模半壊 286人
（35％）
大規模半壊 286人
（35％）

半壊
300人（37％）
半壊
300人（37％）

　「津波被害」が58％、「液状化被害」が
28％、「地震被害」が13％で、回答者の約
６割が津波被害であった。

②住まいに被害を受けた主な要因は？

無回答12人（1％）地震被害 106 人
（13％）

津波被害 471 人
（58％）
津波被害 471 人
（58％）

液状化被害
227人（28％）
液状化被害
227人（28％）

　「被災前の場所（自宅）」が69％、「これま
でと同じ地域」が13％、「市内のほかの地
域」が13％、「市外」が３％で、回答者の約
８割が「被災前の場所」または「これまでと
同じ地域」を住まいの場所とするとの結果
となった。

⑤再建する住まいの場所は？
無回答21人（2％）

被災前の場所（自宅）
565人（69％）
被災前の場所（自宅）
565人（69％）

これまでと同じ地域
102人（13％）
これまでと同じ地域
102人（13％）

市内のほかの地域
105人（１3％）

市外 23人（3％）

　「持ち家（修繕）」が63％、「持ち家（新築・
購入）」が19％、「借家（一戸建て）」が４％、
「アパート・賃貸マンション」が３％、「公営
住宅」が２％、「その他」が７％で、持ち家（修
繕）が全体の約６割を占めた。「その他」で
は、未定であるとの回答が多かった。

④住まいの再建方法は？（仮設住宅は除く）

無回答15人（2％）
その他 57人（7％）

持ち家（修繕）518人
（63％）
持ち家（修繕）518人
（63％）

持ち家（新築・購入）151人（19％）

借家
（一戸建て）
35人（4％）

アパート・
賃貸マンション
27人（3％）

公営住宅13人（2％）
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